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　わが国では，ライフスタイルの欧米化や交通網の発展によ
り，循環器系疾患や糖代謝系疾患等の有病者数が増え，
生活習慣病の発症予防や重症化予防は急務となっている
1）。その背景には，運動不足が原因で毎年５万人死亡という
試算や2），成人の週１回以上のスポーツ実施率は平均53.6％
であり，働き世代は他世代に比して低い傾向との報告があ
る3）。
　このような現状を踏まえ，厚生労働省やスポーツ庁は，身
体活動・運動を通じた健康づくり進めている。内，スポーツ庁
では，平成30年度に「歩く」に着目し，働き世代の健康づくり
を目的とした「FUN+WALK PROJECT」の取組みを始め，
令和３年度に第３期スポーツ基本計画を策定した4）。
　本稿で活動を実施した愛媛県新居浜市は，人口113，
466人，高齢化率32.7%（令和６年４月１日現在），沿岸部に
工場群が帯状に形成された四国屈指の臨海工業都市であ
る。平成26年度に策定した「新居浜市スポーツ推進計画」
は，週１回以上の市民（成人）の運動実施率」を令和３年度
65%とする目標に対し5），平成30年度47.1%の達成率であっ

た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採
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血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。
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た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採

方　　　法

結　　　果

血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。
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た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採

血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。

＜健康プログラム事業の企画，実施，評価＞
・30～60歳代の働き世代をメインターゲットとし，グループ活動を促すねらいとして，
  令和４年９月～11月の３か月間にグループ対抗イベントを企画・実施

新居浜市実行委員会

愛媛県立医療技術大学新居浜市

健康プログラム参加者：350名（市内在住者や在勤者）

・市民へ広報等で周知啓発
・活動量計の配布
・モデル事業所の選定
・健康診断結果や体組成結果を基に健康相談

＜データ収集＞
・採血プロトコルの作成
・健康データを収集
・血液検査の実施
＜事業評価＞
・健康度の変化を評価
・継続要因の分析

・ICTを活用した活動量計にて歩数、消費カロリー等を計測
・３～５人のグループ単位で歩行競争イベントに参加

図１　令和４年度新居浜市健康プログラム事業の全体像

健康づくり・医療・スポーツ・商工・学術等の分野から参画し委員13名で構成

＜健康プログラム事業の目的＞
運動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけとして運動を始めて継続することを促し，
日常活動量の増加や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す。

活動量（歩数，歩数時間，
歩数回数等）

体組成（ BMI，体脂肪率，脂肪量，
筋肉量，基礎代謝量等）

免疫測定(NK細胞)
善玉ホルモン測定
(アディポネクチン)
筋肉形成の負の制御因子
(ミオスタチン)

糖・脂質系等検査

新居浜市と協働

採血量8mL + 3mL

採血量1mL

内80名

活動量計測定

アンケート

体組成計測定

健康プログラム事業参加者350名中，事業参加者80名を募り，
グループ対抗イベント前後に の項目の血液検査を実施

組織

働き世代

データ提供・予算措置
血液検査の実施・効果測定の結果共有

周知
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た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採
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血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。
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た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採

血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。

表１　プログラム評価における４つの観点での保健事業の進め方

評価における４つの観点 保健事業の実施に関する内容

ストラクチャー(構造)
Structure(S)

＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞
・市実行委員会に実行委員として大学教員１名が参画
・第１回市実行委員会に保健事業の計画を検討
＜効果測定における市と大学の役割の明確化＞
・第１回学内研究会議に市と大学の効果測定の役割の検討
・学内回覧板を使って随時検討
＜市との連携の仕組み＞
・市との連絡担当教員を配置の上，市へ頻回に電話し，市から採血場所の写真
を得て採血の動線を確認，医師の確保の困難さや効果測定の結果を共有するま
でに時間を要することへの了承
＜予算の概算要求と補填＞
・市はスポーツ庁へ予算を概算要求
・大学は概算要求枠に収まらなかった費用を学内助成費での補填を検討
＜予算確保と配分＞
・大学は市からの委託事業費と学内助成費を獲得
・効果測定用試薬の価格の高騰に伴い予算を配分

プロセス(過程)
Process(P)

＜官学でアウトカム評価指標の設定＞
・市の希望する新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免疫活
性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交換を行い，官学双方にメ
リットがあるアウトカム評価指標を設定
＜保健事業の進め方の方針を決定＞
・官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を確認
＜血液検査の実施に向けた準備＞
・採血プロトコルの作成
・市と大学のスタッフが参加可能な採血日時を約１か月かけて調整
・採血チームの編成（医師，採血者，サポート等）
・大学スタッフの採血会場までの配車を計画
・安全な血液検査の実施に備えた必要物品の確保
・業者と資材の確認，物品等を追加購入
＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞
・大学は事業参加者を対象とした研究協力依頼文書の作成
＜市から事業参加者への周知＞
・市から事業参加者へ研究協力依頼文書の周知
＜血液検査の評価と改善＞
・第２回市実行委員会に事業進捗や参加者状況の共有
・第２回学内研究会議に迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対抗イベ
ント後の血液検査の実施に向けた協議
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞
・第３回市実行委員会に健康プログラムの進捗や次年度以降の取組みを検討
・第３回学内研究会議に予算や医師の確保が今後の課題として検討

アウトプット (事業実施量)

Output(OP)

＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞
・グループ対抗イベント前の血液検査は，令和４年８月15日～８月29日の４日
間，市内７事業所で80名分の血液検査を実施
・グループ対抗イベント後の血液検査は，令和４年11月29日～12月22日の５日
間，市内７事業所で76名分の血液検査を実施
・採血人員：医師，看護師，保健師，臨床検査技師　延65名
　すべての採血に医師が臨席，市保健センター職員４名が協力
・迷走神経反射が生じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同意
を得て臥床で採血
・血管収縮が予測された冬期は暖具を活用
・安全な採血のため，採血者とサポーターのペア体制で実施

アウトカム(結果)
Outcome(OC)

＜効果測定の結果の共有＞
・大学はアウトカム評価指標に関する項目を分析
・大学から市へ効果測定の結果を共有
・市から事業参加者へ結果を還元
＜官学で設定したアウトカム評価指標の達成状況の評価＞
・大学はアウトカム評価指標の達成状況をまとめた事業報告書の作成
・大学から市へ事業報告書の提出
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た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採

血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。

＜効果測定の結果の共有＞
大学はアウトカム評価指標の項目を分析
(OC)大学から市へ効果測定の結果を共有
(OC)

＜効果測定の結果の共有＞
大学はアウトカム評価指標の項目を分析
(OC)大学から市へ効果測定の結果を共有
(OC)市から事業参加者へ結果を還元(OC)

令和３年

11月～

令和４年

３月

図２　時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関する進め方の配置状況

＜官学でアウトカム評価指標の設定＞
市の希望する新たな効果測定項目として，
大学からは生化学検査，免疫活性，筋形成等の
項目を提案し，５か月間かけて意見交換を行い，
官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標
を設定（P）

【安全管理】 【予算管理】

＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞
市実行委員会に実行委員として大学教員１名が参画(S)
第１回市実行委員会に保健事業の計画を検討(S)
＜効果測定における市と本学の役割の明確化＞
第１回学内研究会議に市と大学の効果測定の役割の検討(S)
学内回覧板を使って随時検討(S)

５月

＜予算確保と配分＞
大学は市からの委託事業
費と学内助成費を獲得(S)
効果測定用試薬の価格の
高騰に伴い予算を配分(S)

＜血液検査の実施に向けた準備＞
採血プロトコルの作成(P)，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整(P)，採血チームの編成（医師、採血者等）
(P)，大学スタッフの採血会場までの配車を計画(P)，安全な血液検査
の実施に備えた必要物品の確保(P)

８月

＜市との連携の仕組み＞
市との連絡担当教員を配置の上，市へ頻回に電話し，市から採血場所の写
真を得て採血の動線を確認，医師の確保の困難さや効果測定の結果を共有
するまでに時間を要することへの了承(S)

＜グループ対抗イベント前の血液検査の実施＞

令和４年８月
すべての採血に医師が臨席,市保健センター職員４名が協力(OP)

15日～８月29日の４日間，市内７事業所で80名分の血液検査を実施(OP)
迷走神経反射が生じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同意を得て臥床で採血(OP)

＜血液検査の実施に向けた準備＞
市と大学のスタッフが参加可能な採血日時を約１か月かけ
て調整(P)，採血チームの編成（医師，採血者，サポート役
等）(P)，大学スタッフの採血会場までの配車を計画(P)
業者と資材の確認，物品等を追加購入(P)

＜血液検査の評価と改善＞
第２回市実行委員会では，事業進捗や参加者状況の共有(P)
第２回学内研究会議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対抗イベント後の血液検査の
実施に向けた協議(P)

12月

２～

３月
＜官学で設定したアウトカム評価指標の達成状況の評価＞
大学はアウトカム評価指標の達成状況をとりまとめた事業報告書の作成(OC)，大学から市へ事業報告書の提
出(OC)
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞
第３回市実行委員会に健康プログラムの進捗や次年度以降の取組みを検討(P)
第３回学内研究会議に予算や医師の確保が今後の課題として検討(P)

令和５年

１月

＜グループ対抗イベント後の血液検査の実施＞
令和４年11月29日～12月22日の５日間，市内７事業所で76名分の血液検査を実施(OP)
血管収縮が予測された冬期は暖具を活用(OP)，安全な採血のため採血者とサポーターのペア体制(OP)

歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた官学協働での保健事業の進め方

＜保健事業の進め方の方針を決定＞
官学で効果測定の方法を話し合い，
評価の方向性を確認(P)

【保健事業実施】

５～

７月

９～

11月

＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞＜市から事業参加者への周知＞
大学は事業参加者向け研究協力の依頼文書とアウトカム評価指標の
説明チラシを作成(P)。市から事業参加者へ研究協力依頼文書の周知(P)

＜予算の概算要求と補填＞
市はスポーツ庁へ予算を
概算要求(S)
大学は概算要求に収まら
なかった費用分を学内助
成費での補填を検討(S)

表１と対応し，SはStructure，PはProcess，OPはOutput，OCはOutcomeを示す。15の段階を点線の枠で示す。
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た6）。また，令和元年度に実施した同市健康増進計画中間
評価でも，運動の実施率は30～50歳代が他の年代より低く，
働き世代の運動の習慣化や活動量の増加に向けた対策が
求められた7）。これらの課題に対し，新居浜市（以下，市とす
る）は，令和２～４年度にスポーツ庁から補助を受け，愛媛県
立医療技術大学（以下，大学とする）とともに新居浜市健康
プログラム事業（以下，事業とする）を企画し，働き世代を対
象に，約半年間歩数等を活動量計により可視化し，歩行運
動を促した。
　大学は事業の企画・評価に関わり，歩行運動を導入した
事業の評価を担当した。令和２～３年度の事業の実施結果
から，体重，BMI，内臓脂肪レベルなど歩行運動実施後に
概ね改善傾向が示されたが，体脂肪率や筋肉量の数値で
は事業効果が明確に示せなかった8）9）。そこで，令和４年度
の事業では効果測定指標として，主に市は歩行運動の事
業成果，大学は歩行運動による健康づくりの学術的な知見
を得るために，血液検査を導入し，協働して保健事業を進め
た。本稿では，官学協働による保健事業の推進に資するた
め，歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。

１．用語の説明
　本稿で用いる用語については以下のとおりとした。
　協働：異なる組織である市と大学が共通の目的に向かい
対等な関係で協力し合う活動
　また，保健事業の評価の観点は，各種保健事業を参考に
以下のとおりとした10）11）。
　ストラクチャー（構造）：事業を実施するための仕組みや体制
　プロセス（過程）：事業目的の達成に向けた過程や活動状況
　アウトプット（事業実施量）：事業目的の達成のための活動結
果
　アウトカム（結果）：計画時に設定した事業目的の達成状況

２．令和４年度新居浜市健康プログラム事業の概要
　令和４年度の事業の全体像を図１に示した。事業は，「運
動無関心層を含めた市民に，健康づくりに取り組むきっかけ
として運動を始めて継続することを促し，日常活動量の増加
や運動習慣の定着，健康状態の改善を目指す」ことを目的と
した。令和４年度も令和２～３年度同様に歩行運動を導入し
た。グループ活動を促すねらいとして，グループ対抗イベント
期間を令和４年９月～11月の３か月間実施した。
　市は事業の企画，実施，評価を検討する市実行委員会を
組織し，30～60歳代の働き盛り世代350名をメインターゲット
に，事業を実施した。内，市が研究協力者80名を募った。
　研究協力者数は，市と大学が予算額と統計解析に耐え
得る標本数を検討し，80名に設定し，大学がグループ対抗イ
ベント前後に血液検査を実施した。血液検査の項目は，免疫
測定，善玉ホルモン測定等とした。

３．分析対象
　令和３年11月～令和５年３月にかけて事業準備から事業
終了時まで行った市担当者と大学教員との本事業に関する
記録を対象とした。記録の種類は，効果測定に参加した大
学看護学科と臨床検査学科の教員11名の電子記録と会議
録，市と大学のメールによる打合せ記録である。

４．分析方法
　対象とした記録について，次のとおり分析を行った。
　まず，記録から保健事業の実施に関する内容を抽出し，
各種の保健事業プログラムの評価に用いられている10）11），ス
トラクチャー（構造），プロセス（過程），アウトプット（事業実施
量）およびアウトカム（結果）の４つの観点で保健事業の進め
方を整理した。
　次に，筆頭研究者が整理した結果を基に，地域における
看護管理に用いられる公衆衛生看護管理の10の機能を参
考に12），「保健事業実施」の項目の他に血液検査の実施に

伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項目で時系列に
配置して図式化した。「安全管理」は，血液検査を実施する
ための体制や環境整備12）とした。「予算管理」は，事業の実
施に必要な予算を確保し，収支と支出の計画を立てるものと
し，予算編成，査定，執行，決算という一連の流れから成る
機能12）とした。
　筆頭研究者が整理したこれらの結果について，公衆衛生
看護学領域と成人看護学領域の教員４名が読取りし，各教
員間で検証の上，補足や修正をした。

５．倫理的配慮
　本活動にあたり，愛媛県立医療技術大学研究倫理審査
委員会の承認を得た（承認番号22-006）。
　分析対象とした記録は，本活動報告の際に個人が特定
されないように配慮した。　

１．プログラム評価における４つの観点での保健事業の
進め方
　記録から抽出された保健事業の進め方について，ストラク
チャー，プロセス，アウトプット，アウトカムの観点で整理した保
健事業の実施に関する内容を表１に示した。
１）ストラクチャー（構造）
　＜官学で保健事業を実施するための体制を構築＞では，
市実行委員会に大学教員１名が参画し，保健事業の計画
を検討していた。また，＜効果測定における市と大学の役割
の明確化＞では，第１回学内研究会議や学内回覧板を随
時使って検討していた。
　＜市との連携の仕組み＞として，配置した市との連絡担
当教員が頻回に電話し，医師の確保の困難さや効果測定
の結果を共有するまでに時間を要することに了承を得てい
た。
　＜予算の概算要求と補填＞では，市はスポーツ庁へ予算
を概算要求し，大学は概算要求枠に収まらなかった費用を
学内助成費での補填を検討していた。また，＜予算確保と
配分＞では，大学は委託事業費と学内助成費を獲得し，試
薬の価格高騰に伴う予算を配分していた。
２）プロセス（過程）
　＜官学でアウトカム評価指標の設定＞では，市の希望す
る新たな効果測定項目として，大学からは生化学検査，免
疫活性，筋形成等の項目を提案し，５か月間かけて意見交
換を行い，官学双方にメリットがあるアウトカム評価指標を設
定していた。その後，＜保健事業の進め方の方針を決定＞
では，官学で効果測定の方法を話し合い，評価の方向性を
確認していた。
　＜血液検査の実施に向けた準備＞として，大学は採血プ

ロトコルを作成し，市と大学のスタッフが参加可能な採血日
時を約１か月かけて調整し，配車を計画していた。また，安全
な血液検査の実施に備えた必要物品の確保や業者と資材
の確認後，物品等を追加購入していた。
　大学は，＜研究協力に向けた依頼文書の作成＞を行い，
＜市から事業参加者への周知＞をしていた。
　＜血液検査の評価と改善＞として，第２回市実行委員会
では，事業の進捗や参加者状況の共有，第２回学内研究会
議では，迷走神経反射の更なる対策の検討やグループ対
抗イベント後の血液検査の実施に向けた協議が行われてい
た。＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞として，第
３回市実行委員会では，健康プログラムの進捗や次年度以
降の取組み，第３回学内研究会議では，予算や医師の確保
が今後の課題として検討されていた。
３）アウトプット（事業実施量）
　＜グループ対抗イベント前と後の血液検査の実施＞では，
令和４年８月15日～８月29日のグループ対抗イベント前に市
内７事業所で80名，同年11月29日～12月22日の同イベント後
に市内７事業所で76名に対し，血液検査を実施していた。
採血人員は医師，看護師，保健師，臨床検査技師の延65
名が従事し，すべての採血に医師の臨席と市保健センター
職員４名の協力の下，実施されていた。迷走神経反射が生
じた事業参加者には臨席した医師の指導の下，本人の同
意を得て臥床で採血していた。冬期は暖具が活用され，採
血者とサポーターのペア体制で実施されていた。
４）アウトカム（結果）
　＜効果測定の結果の共有＞では，大学はアウトカム評価
指標の項目を分析し，市は共有された結果を事業参加者へ
還元していた。また，＜官学で設定したアウトカム評価指標
の達成状況の評価＞では，大学はアウトカム評価指標の達
成状況を事業報告書にとりまとめ，市へ提出していた。

２．歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事
業の官学協働での進め方
　表１に整理した結果を「保健事業実施」の項目に血液検
査の実施に伴う「安全管理」「予算管理」を加えて３つの項
目で時系列に配置の上，図式化し，図２に示した。
１）４つの評価の観点の配置状況
　図２は全体で15の段階で表せ，内ストラクチャーは＜予算
概算と補填＞から＜予算確保と配分＞までに９配置されて
いた。プロセスは＜官学でアウトカム評価指標の設定＞から
＜評価をもとに次年度以降の取組みの検討＞までに17配置
されていた。アウトプットは＜グループ対抗イベント前と後の血
液検査の実施＞に6配置されていた。アウトカムは＜効果測
定の結果の共有＞から＜官学で設定したアウトカム評価指
標の達成状況の評価＞まで7配置されていた。
２）時系列での保健事業実施・安全管理・予算管理に関す
る進め方の配置状況
　官学でアウトカム評価指標を設定することから始まり，市は

予算を概算要求し，概算要求枠に収まらなかった費用を大
学は学内助成費での補填を検討していた。
　官学で保健事業を実施するための体制や市と大学の役
割の明確化により，保健事業の進め方の方針を決定，血液
検査の実施に向けた準備が進められていた。
　血液検査の実施に向けた準備が進むと，市との連携の仕
組みができ，大学は研究協力に向けた依頼文書を作成し，
市から事業参加者へ周知していた。並行して，大学は予算
確保と配分により，グループ対抗イベント前の血液検査を実
施し，血液検査の評価と改善をしていた。
　血液検査の実施に向けた準備により，安全に血液検査が
実施できていた。
　大学は効果測定の結果を共有し，官学で設定したアウト
カム評価指標の達成状況の評価や評価をもとに次年度以
降の取組みを検討していた。

１．本報告の評価から得られた保健事業を官学協働で進
める上での留意事項
　ストラクチャーでは，官学で保健事業を実施するための体
制を構築し，市と大学の役割を明確にしたことが，保健事業
を進める上で役立ったと考えた。異なる職種が互いの視点
の違いを認め，柔軟に役割分担することで協働は促進でき
る13）と言われており，役割の明確化が，協働の促進に役立
ち，保健事業を進めていたと言える。
　次に，すべての採血に医師が臨席したこと，採血者とサ
ポーターのペア体制が安全な血液検査の実施に貢献して
いた。また，大学は市との連絡担当教員を配置し，頻繁に連
絡を取り合う体制を構築したことは，互いの組織の理解に役
立ったとうかがえた。
　加えて，市からの委託事業費と学内助成費の獲得は，保
健事業の成果と学術的成果を両立させるために重要な要
素であった。関係３部門の協働により資材の整備予算を獲
得した事例14）が報告されており，本報告においても，予算獲
得は官学両者がメリットを得ることに貢献したと考えられた。
　プロセスでは，官学でのアウトカム評価指標の設定に５か
月間をかけており，保健事業の計画段階で両者が目標設定
を行っていた。阪上らは15）アウトカム評価に必要な内容が網
羅されることで，異なる組織でコンセンサスが得られると述べ
ており，意見交換による多面的なアウトカム評価指標の設定
が共通認識の醸成に役立っていたとうかがえた。
　また，市実行委員会や学内研究会議で血液検査を実施
する際に想定される課題を話し合ったり，採血プロトコルを作
成することにより，血液検査の実施に向けて入念な検討を
行っていた。多職種ですり合わせたプロトコルの作成が指示
内容を明確にした先行研究16）もあり，採血のプロトコル作成
により準備する内容が明確になったと考えられた。そして，採

血プロトコルを基に過去に迷走神経反射を経験した事業参
加者に対する臥床での採血や暖具を準備したことで，安全
な血液検査の実施に至っていた。
　アウトカム評価指標の項目を官学で話し合いながら設定し
たことは，事業のPDCAサイクルを回すことができていたこと
がうかがえた。このことは，事業開始後からの定期的な見直
しが，実態を俯瞰し，改善策を講じることができるとの先行研
究17）の知見とも重なる。官学で話し合いを重ねたことが事業
の改善を促し，新たなアウトカム評価指標の知見の獲得に
至ったと言えた。

２．本報告の実施結果から得られた課題とその解決に向
けて
　アウトカム評価指標の設定に関しては，市が提示する予
算額と大学が学術的成果を得るための評価項目を考慮しな
がら，双方で合意に至るまでに５か月を要していた。行政側
のニーズを踏まえた官学連携では，会議等を活用の上，共
通の目標を設定することが政策目標の達成に機能した報告18）

のように，本報告においても，長期間かけて官学で話し合い
を重ねたことにより，最終的には予算内容や予算獲得の道
筋をつけることで，双方にメリットがあるアウトカム評価指標の
設定に至ることができたと考えた。
　また，血液検査を取り入れたことに伴い，市と大学のスタッ
フが参加可能な採血日時の調整に約１か月かかっており，中
でも安全な採血を行うための医師の確保に苦慮していた。
本活動を実施した新居浜市を含む新居浜・西条医療圏域
では，目標医師数486人（令和５年）に対し，442人（令和２
年）と不足19）しており，医師確保が課題であった。検診の体
制や配置の見直しにより，検診医師を確保した20）事例がある
ように，本報告でも，共同研究者に医師資格を持つ教員に
加わってもらうことで，医師を確保し，血液検査の実施ができ
ていた。このことから，同様の保健事業を今後実施する際に
は，事業協力が得られそうな医師の日頃からのリクルートや
医師の都合に配慮した実施日時の設定の必要性がうかが
えた。
　今回の取り組みは，市と大学による官学協働による実践
例であり，一般化するまでの内容には至っていない。今後，
他地域での同様の保健事業の官学協働での実施事例が
蓄積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されること
が期待される。
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　歩行運動の効果測定に血液検査を取り入れた保健事業
の官学協働での進め方を明らかにすることを目的とした。
　令和３年11月～令和５年３月における本事業に関する市と
大学との記録を対象に保健事業の進め方を事業プログラム
の評価の観点で整理後，公衆衛生看護管理の機能を参考
に３項目で時系列に配置して図式化した。
　保健事業の進め方として，15の段階で構成されていた。
官学協働での進め方として，アウトカム評価指標は，事業開
始前から５か月かけて話し合いを重ねて設定していた。また，
効果測定に血液検査を取り入れたため，安全な採血を行う
ための医師確保に困難があった。
　時間をかけて官学で話し合い，官学双方に保健事業成
果と学術的成果のメリットがあるアウトカム評価指標の設定
に至ることができていた。また，医師確保の困難について
は，日頃からのリクルートや医師への配慮の必要性がうか
がえた。
　今後の他地域での保健事業の官学協働での事例が蓄
積していくことで，同様の事業の進め方が洗練されることが
期待される。
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